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町田俊彦 教授 履歴・業績
【略 歴】
昭和３８年３月 茨城県立竜ヶ崎第一高等学校卒業
昭和４２年３月 北海道大学農学部農業経済学科卒業
昭和４５年３月 東京大学大学院経済学研究科修士課程修了
昭和４８年３月 東京大学大学院経済学研究科博士課程退学
昭和４８年４月 福島大学経済学部助教授
昭和６１年４月 福島大学経済学部教授
平成４年４月 東北大学教養部教授
平成５年４月 東北大学農学部教授
平成８年４月 専修大学経済学部教授
平成１１年２月―１３年１月 専修大学二部学生部次長
平成１５年４月―１６年４月 専修大学基本政策検討会議委員
平成１５年４月―１７年３月 専修大学経済学研究科長
平成１５年４月―１７年３月 専修大学国際交流センター委員会委員
平成１６年１２月―１８年１２月 専修大学戦略会議委員
平成２１年５月―２５年３月 専修大学社会科学研究所長
平成２５年４月―２６年３月 出版企画委員会委員
【業 績】
【著書】
「広域行政と市町村財政」大内力編『現代資本主義と財政・金融２』共著 東京大学出版会 １９７６
「財政政策の形成過程－租税政策を中心として－」武田隆夫，林健久編『現代日本の財政金融』共著 東京大
学出版会 １９７８
「西ドイツにおける中期財政計画と連邦予算政策」日高晋編『マルクス経済学－理論と実証－』共著 東京大
学出版会 １９７８
「原子力発電所立地と地方財政」安斎育郎編『図説 原子力読本』共著 合同出版 １９７９
「福島県における地域開発と財政」山田舜編『福島県の産業と経済』共著 日本経済評論社 １９８０
「景気変動と財政－西ドイツとの比較―」武田隆夫，林健久編『現代日本の財政金融－昭和４０年代－』共著
東京大学出版会 １９８２
「財政再建の国際比較－日本の特徴―」武田隆夫，林健久編『現代日本の財政金融－昭和５０年代－』共著
東京大学出版会 １９８６
「１９８０年代における東北経済と福島県」『地方都市創造への挑戦』共著 八朔社 １９８７
「１９８０年代における福島県の産業・経済」『新しい地域づくり』共著 八朔社 １９８８
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「財政」保原町史編纂委員会編『保原町史 第６巻』共著 保原町 １９８９
「地方政府的経済職能与地方財政」（中国語訳：葛意生）夏興国・藤村俊郎編『中日両国地域経済発展構造的比
較分析研究報告之三 地方政府的経済職能与地方財政』共著 武漢出版社 １９９０
「長期財政計画」和田八束ほか編『現代の財政と税－２１世紀への税財政構想－』共著 文眞堂 １９９４
「地方中核都市としての福島市の税収水準と財政」『９０年代都市財政の現状と課題』共著 地方自治総合研究所
１９９４
「地方中核都市としての福島市の税収水準と財政」『９０年代都市財政の現状と課題』共著 地方自治総合研究所
１９９４
「戦後石巻の産業経済と都市計画」石巻市史編纂委員会編『石巻の歴史 第５巻 「産業・交通編」』共著 石
巻市 １９９６
「地方債許可制度と財政調整機能－政府資金の地域配分－」『地方分権と地方財政改革』共著 地方自治総合研
究所 １９９６
「飛躍する石巻」石巻市史編纂委員会編『石巻の歴史 第２巻 「通貨編（下）」』共著 石巻市 １９９８
「ドイツにおける財政赤字と財政再建」古川卓萬編『世界の財政再建』共著 敬文堂 １９９８
「国庫支出金の削減による税源委譲と不交付団体の拡大」『地方分権と財政 年報自治体学第１１号』共著 良書
普及会 １９９８
「財政支出の規模と構造－公共投資への傾斜と「福祉」型への転換の制約－」「公共事業負担金の中核としての
道路補助金と「広義」の関与」『国庫補助金の現状と改革課題』共著 地方自治総合研究所 １９９８
「都市財政危機の要因と諸類型」『平成不況期の政策分析』共著 地方自治総合研究所 ２０００
「都市財政危機の要因と諸類型」地方自治総合研究所編『地方財政の新世紀』共著 地方自治総合研究所 ２０００
『地方交付税改革論と問題点』地方自治総合研究所 ２００２
「地方分権論の対立軸：「統一・協調モデル」対「分離・競争モデル」『地方財政改革の現段階』共著 地方自
治総合研究所 ２００２
「長期停滞下の税制改革」「金融所得課税と「二元的所得税」」『２１世紀初頭の政策課題と税制改正』共著 地方
自治総合研究所 ２００２
「人口・業務機能の「東京集中」と地方交付税制度改革」『三位一体の虚実』共著 地方自治総合研究所 ２００４
「地方交付税の地域格差是正機能の低下と東京一極集中」林健久ほか編『グローバル化と福祉国家財政の再編』
共著 東京大学出版会 ２００４
「地方交付税削減下の「平成大合併」」「人口規模の大きな新市・さぬき市」『「平成大合併」の財政学』編著
公人社 ２００６
「中国における中央・地方の財政関係」『中国社会の現状（専修大学社会科学研究所 社会科学研究叢書８）』
共著 専修大学出版局 ２００６
「分税制」改革後の地域格差と財政調整：中国」持田信樹編『地方分権と財政調整制度：改革の国際的潮流』
共著 東京大学出版会 ２００６
「財政改革と行政改革」「地方税体系のあり方」「土木費，下水道費，建築行政費」『三位一体改革の決算と第二
期改革』共著 地方自治総合研究所 ２００７
「税制改革の課題と方向性」『税制改革に向けて－公平で税収調達力が高い税制をめざして』共著 生活経済政
策研究所 ２００７
「日本の予算・財政システム」「財政投融資」片桐正俊編『財政学－転換期の日本財政－』共著 東洋経済新報
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社 ２００７
「人口・都市型産業の「東京一極集中」」「製造業の海外移転と工業地域」「法人二税を中心とする道府県税収入
の地域格差」『財政再建・構造改革下の地域格差の諸相』共著 地方自治総合研究所 ２００８
「中国主要都市における経済力格差と財政力格差」『中国社会の現状（専修大学社会科学研究所 社会科学研
究叢書１１）』共著 専修大学出版局 ２００９
「石原都政１０年の検証」『東京財政白書』共著 東京自治研究センター ２００９
『歳入からみる自治体の姿』イマジン出版 ２０１０
「住民運動と行財政改革－市民参加型「公民協働」をめざして－」北川隆吉・浅見和彦編『社会運動・組織・
思想』共著 日本経済評論社 ２０１０
「子育て支援と公教育費の充実」『政権交代をめぐる政治経済財政』共著 地方自治総合研究所 ２０１０
「社会保障の充実と租税・社会保険料」「社会保障と税の一体改革」『よくわかる社会保障と税制改革』編著
イマジン出版 ２０１２
「「一体改革」の政策決定過程」「一体改革の構造」『検証 社会保障・税一体改革』共著 地方自治総合研究所
２０１２
『歳出からみる自治体の姿』イマジン出版 ２０１３
「日本の予算・財政システム」片桐正俊編『財政学（第３版）』共著 東洋経済新報社 ２０１４
「グローバル資本主義下の「生活」と「労働」－日本とドイツの比較を中心として」『雇用と生活の転換：日本
社会の構造変化を踏まえて』編著 専修大学出版局 ２０１４
「人口減少下の「東京一極集中」と公的安定雇用の創出」『安倍政権下の地方財政と地域』共著 地方自治総合
研究所 ２０１４
「２つの分権論と分権システム」日本財政学会編『「社会保障・税一体改革」後の日本財政（『財政研究』第１０
号）』共著 有斐閣 ２０１４
「日本経済重建与財税改革」（中国語訳：徐一睿）「日本地方交付税地区差異的調整功効」（中国語訳：徐一睿）
朱為群・徐一睿編『財政公平－中日専家学術交流論文集』上海財経出版社 ２０１５
「分権改革と自治体の就労支援策－無料職業紹介事業と雇用創出基金事業－」宮嵜晃臣・兵頭淳史編『ワーク
フェアの日本的展開－雇用の不安定化と就労・自立支援の課題（専修大学社会科学研究所 社会科学研究叢
書１７）』共著 専修大学出版局 ２０１５
【論文】
「社会保障の担い手：国家と企業」『季刊社会保障研究』第８巻第３号 R.P.ドーアと共著 社会保障研究所
１９７２
「西ドイツにおける財政政策と景気調整（上）」『商学論集』第４２巻第４号 福島大学経済学会 １９７４
「西ドイツにおける財政政策と景気調整（下）」『商学論集』第４３巻第４号 福島大学経済学会 １９７５
「西ドイツにおける「安定法」下の景気調整」『商学論集』第４７巻第４号 福島大学経済学会 １９７９
「地域間の所得格差と地方税収格差」『商学論集』第４８巻第４号 福島大学経済学会 １９８０
「三春町財政の構造」『東北経済』第６８号 福島大学東北経済研究所 １９８０
「スタグフレーションについて」『商学論集』第５０巻第２号 福島大学経済学会 １９８１
「西ドイツにおける完全雇用体制と財政再建」『経済学批判』第１１号 社会評論社 １９８２
「公共投資の地域配分と東北」『東北経済』第７３号 福島大学東北経済研究所 １９８３
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「東北地方における公共投資と地方財政」『東北開発研究』第１９巻第１・２号 １９８３
「福島県の地方財政の特徴と動向」『自治研究ふくしま』３９ 福島地方自治研究所 １９８３
「東北における地域経済の跛行的発展と地域開発政策」『東北経済』８０ 福島大学東北経済研究所 １９８６
「東北における人口移動と地域経済の動向」『運輸と経済』第４７巻第８号１９８７
「国民健康保険の現状と問題点」『平和経済』３１７ １９８８
「１９８０年代における中国税制の抜本改革」『福島大学地域研究』第１巻第４号 福島大学地域研究センター 汪
志平と共著 １９９０
「日本と中国における地方政府の経済的機能と地方財政」『福島大学地域研究』第３巻第４号 福島大学地域研
究センター １９９２
「公共投資と地域経済」『月刊自治研』３９８ １９９２
「地方公共投資の地域配分と下水道投資」『商学論集』第６２巻第１号 福島大学経済学会 １９９３
「西ドイツにおける租税優遇措置と農業」『農業経済研究報告』第２８号 東北大学農学部農業経済系研究室 １９９５
「地方分権改革と地方課税権の拡充」『とうきょうの自治』２３ 東京自治研究センター １９９６
「公共投資拡大への地方財政の動員」『専修大学経済学論集』第３２巻第１号 １９９７
「第２次分権改革と建設事業国庫負担金の大幅削減」『とうきょうの自治』２８ 東京自治研究センター １９９８
「地方拠点都市地域・中心都市の財政の現状と課題－宮城県石巻市と福島県会津若松市の事例－」『月刊自治研』
４６２ １９９８
「ドイツにおける財政構造改革・福祉再編と介護保険の導入」『とうきょうの自治』３１ 東京自治研究センター
１９９８
「調整税・都市計画税・事業所税の２３区間格差」とうきょうの自治』３１ 東京自治研究センター １９９８
「１９９７年度普通会計決算状況よりみた都市財政の分析」『とうきょうの自治』３２ 東京自治研究センター １９９９
「日本とドイツにおける財政支出」『専修大学経済学論集』第３３巻第３号 １９９９
「地方歳出の転換－公共投資への傾斜型から福祉傾斜型へ－」『月刊自治研』４７５ １９９９
「１９９８年度普通会計決算状況よりみた都市財政の分析」「１９９０年代の特別区財政の分析」『とうきょうの自治』
３６ 東京自治研究センター ２０００
「景気頼み借金依存の地方財政対策」『生活経済政策』４９ 生活経済政策研究所 ２００２
「ドイツにおける財政調整制度論と地方交付税改革」『都市問題』第９４巻第１号 ２００３
「「市場活用型構造改革」予算と「財政健全化政策」の破綻」『生活経済政策』 生活経済研究所 ２００３
「分権時代の新しい交付税制度を設計する」『月刊自治研』５２２ 自治研推進委員会事務局 ２００３
「分権化と交付税改革」『都市問題研究』第５５巻第９号 ２００３
「２００３年度政府予算と自治体財政」『とうきょうの自治』４８ ２００３
「特殊法人・特別会計改革と財政投融資計画」『生活経済政策』第８５号 生活経済研究所 ２００４
「景気頼みの国債減額と展望なき財政再建」『生活経済政策』９７ ２００５年２月号生活経済研究所 ２００５
「地方交付税を巡る論点と展望」『地方財政 ２００５年４月号』第４４巻第４号 ２００５
「地方行財政の下請機関と住民自治組織の二重の性格をもつ社区居民委員会」『専修大学社会科学研究所月報』
５０５・５０６ 専修大学社会科学研究所 ２００５
「大幅な国債減額と本格的な増税待ちの財政健全化」『生活経済政策』１０９ 生活経済研究所 ２００６
「「三位一体改革」の到達点」『とうきょうの自治』６０ 東京自治研究センター ２００６
「川崎市における臨海部再生とエコタウン」『専修大学社会科学研究所月報』５２２ 専修大学社会科学研究所
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２００６
「企業減税・家計増税と大幅な国債減額」『生活経済政策』１２１ 生活経済研究所 ２００７
「公共事業・地方交付税削減下の石垣市財政」『専修大学社会科学研究所月報』５３０ 専修大学社会科学研究所
２００７
「地域格差是正と地方交付税改革」『生活経済政策』１３１ 生活経済研究所 ２００７
「工業立地の全国的動向と静岡県の地位」『専修大学社会科学研究所月報』５３３・５３４ 専修大学社会科学研究所
２００７
「格差拡大型財政健全化政策の一時中断」『生活経済政策』１３３ 生活経済研究所 ２００８
「地域格差と法人二税問題」『とうきょうの自治』６８ 東京自治研究センター ２００８
「財政健全化法の構造的問題点」『月刊自治研』５８２ ２００８
「〈小さな政府〉は行き詰まった」『世界』７７７ ２００８
「特例措置の効果検証と合併自治体の今後」『地方自治職員研修』５７５ ２００８
「「生活重視」への政策転換なき景気刺激型予算」『生活経済政策』１４５ 生活経済研究所 ２００９
「２００９年度政府予算案と地方財政」『とうきょうの自治』７２ 東京自治研究センター ２００９
「都財政の展開」・「国の大都市重視政策への転換と石原都政」『るびゅ・さあんとる』２００９年３月号 東京自治
研究センター ２００９
「「生活重視型」予算への第一歩，安定的財源確保が中期的課題」『生活経済政策』１５７ 東京自治研究センター
２０１０
「堺市の政令指定都市移行と経済・財政」『専修大学社会科学研究所月報』５６０・５６１ 専修大学社会科学研究所
２０１０
「「中核市」の人口・就業構造及び財政と長崎市」『専修大学社会科学研究所月報』５６６・５６７ 専修大学社会科
学研究所 ２０１０
「「新成長戦略」の構想と現実」『自治総研』３８６ 地方自治総合研究所 ２０１０
「国家財政と地方財政－「国と地方の協議の場」と関連させて－」『現代社会の構想と分析』８ 現代社会構想・
分析研究所 ２０１０
「「包括所得税」化による増税と分権型税制の構築」『市政研究』１７０ 大阪市政調査会 ２０１１
「「生活・福祉」重視路線の後退，内需主導型経済への転換は困難」『生活経済政策』１６９ 生活経済研究所 ２０１１
「２０１１年度国家および東京都予算」『とうきょうの自治』８０ 東京自治研究センター ２０１１
「中国おける中部地区開発と政府間財政」『専修大学社会科学研究所月報』５７２・５７３ 専修大学社会科学研究所
２０１１
「都内都市の類型別財政指標・市税の動向」『るびゅ・さあんとる』１１ 東京自治研究センター ２０１１
「国民の「将来不安」の払拭と内需創造型経済への転換を阻む「社会保障・税一体改革」『自治総研』３９５ 地
方自治総合研究所 ２０１１
「地域雇用政策と地方財政」『専修大学社会科学研究所月報』５８０ 専修大学社会科学研究所 ２０１１
「「日本型」福祉国家における産業インフラ投資と本四連絡橋」『専修大学社会科学研究所月報』５８４ 専修大学
社会科学研究所 ２０１２
「「平成大合併」後の地方財政－香川県さぬき市を事例して」『専修大学社会科学研究所月報』５８７・５８８ 専修
大学社会科学研究所 ２０１２
「「生活重視型」予算の放棄，「人からコンクリートへ」政策転換」『生活経済政策』１８１ 生活経済研究所 ２０１２
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「２０１２年度国家および東京都予算」『とうきょうの自治』８４ 東京自治研究センター ２０１２
「消費税の社会保障目的税化の問題点とは何か」『生活協同組合研究』４３８ ２０１２
「日本経済の再生と税・財政改革」『FORUMOPINION』１８ NPO現代の理論・社会フォーラム ２０１２
「基礎自治体おける雇用政策と地方財政－大阪府豊中市のケース－」『専修大学社会科学研究所月報』５９２ 専
修大学社会科学研究所 ２０１２
「政権再交代後の国家予算と社会保障改革のゆくえ」『とうきょうの自治』８８ 東京自治研究センター ２０１３
「「生活重視」「人」から「企業収益重視」」『生活経済政策』１９４ 生活経済研究所 ２０１３
「政府間財政関係における再集権化」『生活経済政策』１９８ 生活経済研究所 ２０１３
「消費税増税による中低所得者への負担のシフトと経済に及ぼす影響」『季刊 イズミヤ総研』９７ ２０１４
「消費税増税による歳出拡大と国債減額」『生活経済政策』２０５ 生活経済研究所 ２０１４
「２０１４年度国家予算：税と社会保障一体改革はいかに反映されたのか」『とうきょうの自治』９２ 東京自治研究
センター ２０１４
「「生活重視」「環境調和型」の経済発展に向けた税制の確立を」『まなぶ』６９１ 労働大学出版センター ２０１４
「予算編成手法の見直し」『マッセ Osaka 研究紀要』１８ おおさか市町村職員研修研究センター（マッセ
OSAKA）２０１５
「財政健全化「中間目標」の達成と大企業優遇・弱者切り捨て」『生活経済政策』２１８ ２０１５
【その他】
「書評・北野弘久著『企業税法・土地税法論』」『エコノミスト』第５６巻第３６号 １９７８
「書評・平和経済計画会議・公企業特別研究委員会編『公企業と労働組合』」『週刊 読書人』１４４９ １９８２年９
月１日号
「財政再建の国際比較：「財政調整機能と東北の地方財政」を分担執筆」『昭和５８・５９年度科学研究費補助金総
合研究（A） 研究成果報告書』共著 １９８５
「財政再建と消費税」『経済学ガイドブック』共著 青木書店 １９９３
「書評・武田公子『ドイツ政府間財政関係史論』」『高齢化時代の地方財政（日本地方財政学会研究叢書４）』共
著 勁草書房 １９９８
「書評・（川瀬光義『幻想の自治体改革』日本経済評論社）」『地域経済再生と公・民の役割（日本地方財政学会
研究叢書１６）』共著 勁草書房 ２０１０
「中国中部地区の経済・財政統計」『専修大学社会科学研究所月報』５７２・５７３ 専修大学社会科学研究所 ２０１１
『明治時代大辞典』（第１巻）共著 吉川弘文館 ２０１１
『明治時代大辞典』（第３巻）共著 吉川弘文館 ２０１３
『経済学辞典』（第５版）共著 有斐閣 ２０１３
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